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収集対象者の選定

個人番号を収集する対象者は以下の通りです。

• 顧問先において新たに受給者となった個人・
現受給者に扶養される新たな個人。

• 個人番号を何らかの理由により変更された方。

• 新規の顧問先の場合は、全個人。
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収集用データベースの整備

収集対象者が選定できたら、収集用データベー
スを作成して下さい。

作成方法は、次の3つ
1. 昨年の収集用データベースを継続して使用

する方法。

2. 新たに作成する方法

(1) 収集方法の変更がない場合は、【複写】

(2) 収集方法を変更する場合は、【新規作成】

3



昨年の収集用データベースを使用する。

留意事項

収集方法の変更はできません。前年行った
方法で収集して下さい。

退職者及び前年限りの報酬受給者の情報は、
今の段階（H29年）では削除する必要はありま
せんが、一定期間（7年）保管後、削除する必
要があります。
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昨年の収集用データベースを使用する。

① データ管理の達人を起動し、昨年使用した収集用データベースを開い
て下さい。

② 【変更】をクリックし、表示されたウィンドウ内の「収集期間」・「利用期
間」の日付を1年延長して下さい。

③ 【確定】をクリックし、ウィンドウを閉じて下さい。
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昨年の収集用データベースを使用する。

④ 年調法定調書の達人⇒該当顧問先を開き、【データのエクスポート】を
クリックして下さい。

⑤ 【個人番号データのエクスポート】を選択し、【確定】をクリックして下さい。

⑥ 【データ管理の達人（個人番号収集用データベース）】を選択し、【確定】
をクリックして下さい。
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昨年の収集用データベースを使用する。

⑦ 追加の収集対象者に、チェックが付いていることを確認して下さい。

⑧ 「データ管理の達人の設定」の【参照】をクリックし、前項で収集期間等
を変更したデータベースを選択して下さい。

⑨ 「上記収集データに・・・」は、チェックなし、

⑩ 「同一の対象者が・・・」は、【スキップする】を選択して下さい。

⑪ 【確定】をクリックして下さい。

これで収集用データベースの作成

は完了です。前年と同じ方法で収

集し、個人番号を登録して下さい。
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新たに収集用データベースを作成する。
（複写）

留意事項

収集方法の変更はできません。前年行った
方法で収集して下さい。

昨年使用した収集用データベースは、一定
期間（７年）保管後削除して下さい。
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新たに収集用データベースを作成する。
（複写）

① データ管理の達人を起動し、昨年使用した収集用データベースを選択
して下さい。

② 【複写】をクリックし、表示されたウィンドウ内の「収集期間」・「利用期
間」の日付を確認して下さい。（元になったデータベースの期間を1年延
長しています。）

③ 【確定】をクリックすると、同一の「利用目的」のデータベースが出来上
がります。

9!!これで、器が出来上がります。



新たに収集用データベースを作成する。
（複写）

④ 年調法定調書の達人⇒該当顧問先を開き、【データのエクスポート】を
クリックして下さい。

⑤ 【個人番号データのエクスポート】を選択し、【確定】をクリックして下さい。

⑥ 【データ管理の達人（個人番号収集用データベース）】を選択し、【確定】
をクリックして下さい。
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⑦ 【個人番号の出力】を「出力する」を選択し、【全選択】をクリックし、すべ
ての収集対象者に、チェックが付いていることを確認して下さい。

⑧ 「データ管理の達人の設定」の【参照】をクリックし、前項で作成したデー
タベースを選択して下さい。

⑨ 「上記収集データに・・・」、「同一の対象者が・・・」は、初期設定のまま
【確定】をクリックして下さい。

これで収集用データベースの作成
は完了です。前年と同じ方法で収
集し、個人番号を登録して下さい。

なお、この時点で年調・法定調書
の達人に、収集対象者の登録が
済んでいることを前提にしています。

新たに収集用データベースを作成する。
（複写）
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新たに収集用データベースを作成する。
（新規作成）

留意事項

収集方法は、自由に設定して下さい。

昨年使用した収集用データベースは、一定
期間（７年）保管後削除して下さい。

なお、新規作成の詳しい操作方法は、「「デー
タ管理の達人」個人番号の収集操作」マニュア
ルを参照して下さい。

12


